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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　（ｉ）凹凸を有し、フッ素官能基を有する紫外線硬化型のオリゴマーおよび／またはフ
ッ素官能基を有する紫外線硬化型のモノマーを構成要素とする樹脂を含む塗膜であり、か
つ前記樹脂が固形分換算で０．０２質量％～０．１質量％のフッ素を含む表面クリア層、
（ｉｉ）アミノ基含有（メタ）アクリル系ポリマー、カルボキシル基含有（メタ）アクリ
ル系ポリマー及び架橋剤を含み、かつ一方のポリマーの重量平均分子量が４万～２０万で
ガラス転移温度が２０℃以上であり、他方のポリマーの重量平均分子量が４０万～１００
万でガラス転移温度が０℃以下である（メタ）アクリル系ポリマーを含むフィルム形成樹
脂からなるクリアフィルム層、
（ｉｉｉ）ベースフィルム層、及び
（ｉｖ）粘着剤層
からなる筆記シート。
【請求項２】
　前記フッ素官能基を有する紫外線硬化型のオリゴマーが、アクリル系オリゴマーまたは
アクリルウレタン系オリゴマーである請求項１に記載の筆記シート。
【請求項３】
　前記クリアフィルム層が、 重量平均分子量が４万～２０万でガラス転移温度が２０℃
以上のアミノ基含有（メタ）アクリル系ポリマー、重量平均分子量が４０万～１００万で
ガラス転移温度が０℃以下のカルボキシル基含有（メタ）アクリル系ポリマー、及び架橋
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剤を含む（メタ）アクリル系ポリマーからなる請求項１または２に記載の筆記シート。
【請求項４】
　前記凹凸が、エンボス加工によるものである請求項１～３のいずれか一項に記載の筆記
シート。
【請求項５】
　前記表面クリア層表面の６０度鏡面光沢度が３０％以下である請求項１～４のいずれか
一項に記載の筆記シート。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、筆記シートに関する。詳しくは、凹凸を有する表面クリア層、クリアフィル
ム層、ベースフィルム層、及び粘着剤層からなる筆記シートに関する。
【背景技術】
【０００２】
　ホワイトボード兼スクリーンとして使用されるシートが実用化されている。
【０００３】
　このようなシートは、ホワイトボードとして、マーカーで筆記が可能であること（筆記
性）、かつマーカーで記載した文字等がイレーサーで消去できること（消去性）、さらに
スクリーンとして、各種プロジェクタで投影した画像が眩しくなく目視できること（防眩
性）が要求される。
【０００４】
　従来ホワイトボード兼スクリーンとして、基材に、アクリル系モノマーから構成される
紫外線硬化型樹脂製の皮膜を有し、基材の表面側または裏側からエンボスを施した筆記ボ
ード／反射型スクリーン両用シートが開示されている（例えば、特許文献１。）。このシ
ートの皮膜を構成する樹脂にはフッ素は含まれていない。また、白色基材と、活性化光線
が照射されることによって親水性あるいは極性が増強されたフッ素フィルムを貼り合せた
ラミネートフィルムのフッ素フィルムの表面に、エンボス版によりエンボスを転写したホ
ワイトボード用シートが開示されている（例えば、特許文献２。）。
【０００５】
　また、ホワイトボード兼スクリーンをスクリーンとして使用する際、ホワイトボードに
、プロジェクタ等のライトが継続して照射されるため、ホワイトボード兼スクリーンが加
熱される。その際、ホワイトボード兼スクリーンの表面形状が保持できず、防眩性が低下
する。そのため、ホワイトボード兼スクリーン表面が加熱されても、表面形状を保持し、
防眩性を維持できる筆記シートが望まれていた。
【０００６】
　特許文献３及び特許文献４には、アミノ基含有（メタ）アクリル系ポリマーと、カルボ
キシル基含有（メタ）アクリル系ポリマーをブレンドした組成物を硬化したアクリル系フ
ィルムが記載されている。このようなアクリル系フィルムは、画像受容性材料、粘着テー
プの基材、またはポリ塩化ビニル樹脂の代替材料等として用いられている。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００７】
【特許文献１】国際公開第０１／３２４４０号パンフレット
【特許文献２】特開平１１－２５４８８５号公報
【特許文献３】特開２００７－２１０２４０号公報
【特許文献４】特開２００６－２４０２７０号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００８】
　本発明は、ホワイトボード兼スクリーンとして使用されるシートの要求特性である筆記



(3) JP 5519185 B2 2014.6.11

10

20

30

40

50

性、消去性、防眩性の他、シート表面のクラックの発生が無く、表面に傷がつきにくい筆
記シートを提供することを目的とする。また本発明は、ホワイトボード兼スクリーン表面
が加熱されても、表面の凹凸形状を保持し、防眩性を維持することができる筆記シートを
提供することを目的とする。
【課題を解決するための手段】
【０００９】
　すなわち本発明は、（ｉ）凹凸を有し、フッ素官能基を有する紫外線硬化型のオリゴマ
ーおよび／またはフッ素官能基を有する紫外線硬化型のモノマーを構成要素とする樹脂を
含む塗膜であり、かつ前記樹脂が固形分換算で０．０２質量％～０．１質量％のフッ素を
含む表面クリア層、
（ｉｉ）アミノ基含有（メタ）アクリル系ポリマー、カルボキシル基含有（メタ）アクリ
ル系ポリマー及び架橋剤を含み、かつ一方のポリマーの重量平均分子量が４万～２０万で
ガラス転移温度が２０℃以上であり、他方のポリマーの重量平均分子量が４０万～１００
万でガラス転移温度が０℃以下である（メタ）アクリル系ポリマーを含むフィルム形成樹
脂からなるクリアフィルム層、
（ｉｉｉ）ベースフィルム層、及び
（ｉｖ）粘着剤層
からなる筆記シートを提供するものである。
【発明の効果】
【００１０】
　本発明の筆記シートは、筆記性、消去性、防眩性に優れ、さらにシート表面のクラック
の発生がなく、耐擦傷性に優れ表面に傷がつきにくいホワイトボード兼スクリーンとして
使用可能なシートを提供することができる。さらに、本発明の筆記シートは、カルボキシ
ル基を含むポリマーとアミノ基を含むポリマーを高密度に架橋した耐熱性を有するフィル
ム形成樹脂からなるクリアフィルム層を有するため、例えばプロジェクタのライトにより
シートが加熱されても、表面形状を保持することができる。そのため、スクリーンとして
使用した際に加熱による防眩性の低下を防止することができる。
【図面の簡単な説明】
【００１１】
【図１】本発明の筆記シートの一例を示す断面図である。
【発明を実施するための形態】
【００１２】
　本発明の筆記シートは、表面クリア層、ベースフィルム層、及び粘着剤層からなる。こ
れらの層は、表面クリア層、クリアフィルム層、ベースフィルム層、及び粘着剤層の順に
積層されることが好ましく、さらに粘着剤層に接するようにライナーを積層してもよい。
　本発明の筆記シートは、表面クリア層の凹凸面と反対側の面に、カルボキシル基含有酸
性ポリマーとアミノ基含有塩基性ポリマーの混合物を高密度に架橋したポリマーにより形
成したクリアフィルム層を有する。かかるクリアフィルム層では、二種のポリマー間の酸
塩基相互作用により、筆記シートを加熱した際に発生する凹凸形状の戻り（平面化）を抑
制できる。そのため、前記筆記シートをスクリーンとして使用し、プロジェクタによる熱
にさらされた場合も、防眩性を維持することができる。
　前記表面クリア層は、フッ素官能基を有する紫外線硬化型のオリゴマーおよび／または
フッ素官能基を有する紫外線硬化型のモノマーを構成要素とする樹脂を含む。前記樹脂は
、フッ素官能基を有する紫外線硬化型のオリゴマー、フッ素官能基を有する紫外線硬化型
のモノマー、またはフッ素官能基を有する紫外線硬化型のオリゴマーとフッ素官能基を有
する紫外線硬化型のモノマーとの混合物を構成要素とすることができる。あるいは、フッ
素官能基を有する紫外線硬化型のオリゴマーとフッ素官能基を有しない紫外線硬化型のモ
ノマーとの混合物、フッ素官能基を有しない紫外線硬化型のアクリル系オリゴマーとフッ
素官能基を有する紫外線硬化型のモノマーとの混合物を構成要素とすることもできる。い
ずれの場合も、さらに公知の光重合性モノマー、公知のポリマー、および／または公知の
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光重合開始剤を含んでも良い。
【００１３】
　そして前記樹脂は、固形分換算で約０．０２質量％～約０．１質量％のフッ素を含む。
かかる含量のフッ素を含むことにより、筆記シートの筆記性、消去性が向上し、また表面
クリア層表面にクラックが発生しにくくなる。フッ素含量は、約０．０２質量％～約０．
１質量％、約０．０２質量％～約０．０９質量％、約０．０３質量％～約０．０９質量％
、または約０．０３３質量％～約０．０８４質量％とすることができる。
【００１４】
　前記フッ素官能基を有する紫外線硬化型のオリゴマーとしては、フッ素官能基を有し、
紫外線の照射によって架橋硬化する、分子量が約４００～約１００００程度のオリゴマー
を用いることができる。このようなオリゴマーとしては、例えばアクリル系オリゴマー、
またはアクリルウレタン系オリゴマーを挙げることができる。さらに、前記アクリル系オ
リゴマーとしては、エポキシ系アクリレート、ポリエステル系アクリレート、またはポリ
ウレタン系アクリレート等を、前記アクリルウレタン系オリゴマーとしては、ポリエーテ
ルウレタンアクリレートをそれぞれ挙げることができる。前記樹脂において、かかるオリ
ゴマーの含量は、前記樹脂中のフッ素含量が所望の値となるように、また本発明の表面ク
リア層が形成できるように適宜選択することができ、特に限定されない。例えば、前記樹
脂全体の約５質量％～約８０質量％（固形分換算）とすることができる。
【００１５】
　前記フッ素官能基を有する紫外線硬化型のモノマーとしては、フッ素官能基を有し、紫
外線の照射によって架橋硬化するモノマーを用いることができる。このようなモノマーと
しては、例えば、フッ素官能基置換を有する、２－エチルヘキシルアクリレート、２－ヒ
ドロキシエチルアクリレート、２－ヒドロキシプロピルアクリレート、２－ヒドロキシエ
チルアクリロイルホスフェート、１，３－ブタンジオールジアクリレート、１，４－ブタ
ンジオールジアクリレート、１，６－ヘキサンジオールジアクリレート、ジエチレングリ
コールジアクリレート、トリプロピレングリコールジアクリレート、ネオペンチルグリコ
ールジアクリレート、ポリエチレングリコール４００ジアクリレート、ヒドロキシピバル
酸エステルネオペンチルグリコールジアクリレート、トリメチロールプロパントリアクリ
レート、ペンタエリスリトールトリアクリレート、ジペンタエリスリトールヘキサアクリ
レート、イソホロンジイソシアネート（ＩＰＤＩ）、またはアクリロイルモルホリン等か
ら選ばれる１種以上を使用することができる。前記樹脂において、かかるモノマーの含量
は、前記樹脂中のフッ素含量が所望の値となるように、また本発明の表面クリア層が形成
できるように適宜選択することができ、特に限定されない。例えば、前記樹脂全体の約５
質量％～約８０質量％（固形分換算）とすることができる。
【００１６】
　前記フッ素官能基を有する紫外線硬化型のオリゴマーと前記フッ素官能基を有する紫外
線硬化型のアクリル系モノマーを同時に用いる場合、これらの合計は前記樹脂中の約８０
質量％～約９９．５質量％（固形分換算）とすることができる。
【００１７】
　前記フッ素官能基を有しない紫外線硬化型のオリゴマーとしては、フッ素官能基を有さ
ず、紫外線の照射によって架橋硬化する分子量が約４００～約１００００程度のオリゴマ
ーを用いることができる。このようなオリゴマーとして、例えばアクリル系オリゴマー、
またはアクリルウレタン系オリゴマーを挙げることができる。さらに、前記アクリル系オ
リゴマーとしては、エポキシ系アクリレート、ポリエステル系アクリレート、またはポリ
ウレタン系アクリレート等を、前記アクリルウレタン系オリゴマーとしては、ポリエーテ
ルウレタンアクリレートをそれぞれ挙げることができる。かかるオリゴマーの含量は、前
記樹脂中のフッ素含量が所望の値となるように、また本発明の表面クリア層が形成できる
ように適宜選択することができ、特に限定されない。例えば、前記樹脂全体の約５質量％
～約８０質量％（固形分換算）とすることができる。
【００１８】
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　前記フッ素官能基を有しない紫外線硬化型のモノマーとしては、フッ素官能基を有さず
、紫外線の照射によって架橋硬化するモノマーを用いることができる。このようなモノマ
ーとしては、例えば、２－エチルヘキシルアクリレート、２－ヒドロキシエチルアクリレ
ート、２－ヒドロキシプロピルアクリレート、２－ヒドロキシエチルアクリロイルホスフ
ェート、１，３－ブタンジオールジアクリレート、１，４－ブタンジオールジアクリレー
ト、１，６－ヘキサンジオールジアクリレート、ジエチレングリコールジアクリレート、
トリプロピレングリコールジアクリレート、ネオベンチルグリコールジアクリレート、ポ
リエチレングリコール４００ジアクリレート、ヒドロキシビバリン酸エステルネオベンチ
ルグリコールジアクリレート、トリメチロールプロパントリアクリレート、ペンタエリス
リトールトリアクリレート、ジペンタエリスリトールヘキサアクリレート、イソホロンジ
イソシアネート（ＩＰＤＩ）、またはアクリロイルモルホリン等から選ばれる１種以上を
使用することができる。前記樹脂において、かかるモノマーの含量は、前記樹脂中のフッ
素含量が所望の値となるように、また本発明の表面クリア層が形成できるように適宜選択
することができ、特に限定されない。例えば、前記樹脂全体の約５質量％～約８０質量％
（固形分換算）とすることができる。
【００１９】
　前記フッ素官能基を有する紫外線硬化型のオリゴマーまたは前記フッ素官能基を有する
紫外線硬化型のモノマー中に含まれるフッ素官能基としては、例えば、炭素数１～１２の
直鎖又は分岐鎖アルキル基の水素原子の少なくとも１つがフッ素原子で置換されたフルオ
ロアルキル基を挙げることができる。
【００２０】
　このようなフルオロアルキル基として、具体的には例えば、２，２，３，３，３－ペン
タフルオロプロピル、２－（パーフルオロヘキシル）エチル、２－（パーフルオロオクチ
ル）エチル、２－（パーフルオロデシル）エチル、６－（パーフルオロエチル）ヘキシル
、６－（パーフルオロブチル）ヘキシル、６－（パーフルオロヘキシル）ヘキシル、６－
（パーフルオロオクチル）ヘキシル、２，２，３，４，４，４－ヘキサフルオロブタノー
ル、２，２，３，３－テトラフルオロプロピル、２－（パーフルオロ－３－メチルブチル
）エチル、２－（パーフルオロ－５－メチルヘキシル）エチル、２－（パーフルオロ－７
－メチルオクチル）エチル、６－（パーフルオロ－１－メチルエチル）ヘキシル、２－（
パーフルオロ－３－メチルブチル）ヘキシル、６－（パーフルオロ－５－メチルヘキシル
）ヘキシル、または６－（パーフルオロ－７－メチルオクチル）ヘキシルが挙げられる。
【００２１】
　前記公知の光重合性モノマーは、従来積層フィルムの表面層あるいは表面コーティング
として使用されるものを適宜使用することができ、特に限定されない。かかるモノマーの
含有量は特に限定されないが、例えば、前記樹脂全体の約５質量％～約５０質量％（固形
分換算）とすることができる。
【００２２】
　前記公知のポリマーは、従来積層フィルムの表面層あるいは表面コーティングとして使
用されるものを適宜使用することができ、特に限定されない。かかるポリマーの含有量は
特に限定されないが、例えば、前記樹脂全体の約５質量％～約５０質量％（固形分換算）
とすることができる。
【００２３】
　前記光重合開始剤としては、従来公知の開始剤を用いることができるが、具体的には例
えば、１－ヒドロキシシクロヘキシルフェニルケトン（チバ・ジャパン社製イルガキュア
（Ｒ）１８４）、２，２－ジメトキシ－２－フェニルアセトフェノン（チバ・スペシャル
ティ・ケミカルズ社製イルガキュア（Ｒ）６５１）、２－ヒドロキシ－２－メチル－１－
フェニル－プロパン－１－オン（チバ・スペシャルティ・ケミカルズ社製ダロキュア（Ｒ
）１１７３）、２－メチル－１－［４－（メチルチオ）フェニル］－２－モルホリノプロ
パン－１－オン（チバ・スペシャルティ・ケミカルズ社製イルガキュア（Ｒ）９０７）、
２－ベンジル－２－ジメチルアミノ－１－（４－モルホリノフェニル）－ブタン－１－オ
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ン、２－クロロチオキサントン、２，４－ジメチルチオキサントン、２，４－ジイソプロ
ピルチオキサントン、イソプロピルチオキサントン、２，４，６－トリメチルベンゾイル
ジフォスフィンオキサイド、またはビス（２，６－ジメトキシベンゾイル）－２，４，４
－トリメチルペンチルフォスフィンオキサイド等を挙げることができる。これらの開始剤
は１種類または２種類以上を使用することができる。
【００２４】
　本発明の紫外線硬化型アクリル系樹脂組成物中の光重合開始剤の含有量としては前記樹
脂全体約０．５質量％～約２０質量％、または約１質量％～約１０質量％（固形分換算）
とすることができる。
【００２５】
　前記表面クリア層を構成する樹脂として、具体的には例えば、
セイカビームＰ－１３０１（大日精化工業株式会社製：ポリエーテルウレタンアクリレー
ト、アクリル系モノマー、及び光重合開始剤を含み、フッ素官能基を含まない樹脂：固形
分８０％）、
ＳＮ－５Ｘ－７６２４（サンノプコ株式会社製：ポリエーテルウレタンアクリレート、光
重合性モノマー、ポリエステルウレタン、及び光重合開始剤を含み、フッ素官能基を含ま
ない樹脂：固形分４０％）、及び
アデカオプトマーＫＲ５６６（株式会社ＡＤＥＣＡ製：アクリル系モノマー及び光重合開
始剤を含み、フッ素官能基を含まない樹脂：固形分８０％）
から選ばれる一つと、
ディフェンサＦＨ－８００ＭＥ（大日本インキ株式会社製：フッ素官能基含有ウレタンア
クリレート、光重合性モノマー、及び光重合開始剤を含む：固形分９０％）との混合物を
挙げることができる。
【００２６】
　上記それぞれの樹脂の含量は、例えば、次の通りである。
（Ｉ）セイカビームＰ－１３０１、ＳＮ－５Ｘ－７６２４、およびアデカオプトマーＫＲ
５６６から選ばれる一つを約１００質量部、及び
（ＩＩ）ディフェンサＦＨ－８００ＭＥを、上記（Ｉ）１００質量部に対して約２５質量
部～約１００質量部とすることができる。
【００２７】
　本発明の表面クリア層は、クリアフィルム層とは反対側の面に凹凸を有する。そのため
、前記表面クリア層は、その表面の光沢度が押さえられ、本発明の筆記シートをプロジェ
クタとして使用した場合も眩しくなく、筆記シートに投影された画像をいろいろな角度か
ら見ることができる。具体的には、表面クリア層表面の６０度鏡面光沢度が、約３０％以
下、または約１０％～約３０％であることが好ましい。通常この範囲の６０度鏡面光沢度
が眩しさを感じないとされる。
【００２８】
　表面クリア層の凹凸形状は、ランダムでも規則的であってもよく、特に限定されない。
例えば、算術平均粗さ（Ｒａ）（ＪＩＳ　Ｂ　０６０１－２００１）は、約１μｍ～約５
μｍに、凸部間の平均間隔（Ｓｍ）（ＪＩＳ　Ｂ　０６０１－１９９４）は、約２００μ
m～約８００μmに、また最大断面高さ（Ｒｔ）（ＪＩＳ　Ｂ　０６０１－２００１）は、
約１μm～約３０μmとすることができる。
【００２９】
　より好ましくは、算術平均粗さ（Ｒａ）を約１μｍ～約５μｍに、凸部間の平均間隔（
Ｓｍ）を約２００μm～約８００μmに、かつ最大断面高さ（Ｒｔ）を約１μm～約３０μm
とすることができる。
【００３０】
　本発明の表面クリア層は、従来公知の方法により、クリアフィルム層表面に樹脂組成物
溶液を塗布、重合、乾燥することにより製造することができる。例えば、前記フッ素官能
基を有する紫外線硬化型のオリゴマー及び／またはフッ素官能基を有する紫外線硬化型の
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モノマーと、必要に応じて光重合性モノマー及び／または光重合開始剤とを溶媒中で混合
して組成物溶液を作成し、クリアフィルム層となるフィルム上に塗布、硬化し、さらに、
例えばエンボス加工を施すことにより製造することができる。
【００３１】
　組成物溶液の塗布は、例えばワイヤーバーコーティング等のバーコーティング、ナイフ
コーティング、またはグラビアコーティング等、従来公知のコーティング方法により行う
ことができる。また、組成物溶液の硬化は、ＵＶオーブン等を用いて行うことができる。
また、エンボス加工については以下に説明する。
【００３２】
　エンボス加工は、従来公知の方法を採用することができる。通常、エンボス加工用ロー
ルとバックアップロールとの間に、表面クリア層とクリアフィルム層とを積層したシート
を挟み、エンボス加工用ロール表面のパターンを表面クリア層表面に転写する様にして行
う。エンボス加工は、加熱しながら行うのが好ましい。加熱温度は従来公知の範囲で、使
用する樹脂の特性等に合わせて適宜調整すればよく特に限定されない。例えば、約５０℃
～約２７０℃程度を使用することができる。またエンボス加工時のロールの圧力も従来公
知の範囲から選択可能であり特に限定されない。例えば、約０．４ＭＰａ～約１．０ＭＰ
ａの範囲から選択することができる。
【００３３】
　前記バックアップロールは、前記加工用ロールと同じ材質のものでも良いが、通常、ラ
バーやコットン等の柔軟な材料からなる表面被覆材を金属ロールの表面に巻きつけて形成
した、軟質ロールを使用することができる。なお、その他の加工条件は、従来のシートの
保護層の表面をエンボス加工する一般的な方法に準ずる。
【００３４】
　前記凹凸形状は、表面クリア層のみならずこれに接するクリアフィルム層、さらにベー
スフィルム層にも及んでもよい。
【００３５】
　前記表面クリア層の厚さは、特に限定されないが、例えば、約２μｍ～約２０μｍ、ま
たは約２μｍ～約６μｍとすることができる。
　クリアフィルム層は、アミノ基含有（メタ）アクリル系ポリマー、カルボキシル基含有
（メタ）アクリル系ポリマー、及び架橋剤を含むフィルム形成樹脂からなる。
【００３６】
　本明細書において「（メタ）アクリル」とは、アクリル又はメタクリルを意味する。
　アミノ基含有（メタ）アクリル系ポリマーを得る方法の一つとしては、モノエチレン性
不飽和モノマーと、アミノ基を含有する不飽和モノマーとを共重合することが挙げられる
。カルボキシル基含有（メタ）アクリル系ポリマーを得る方法の一つとしては、モノエチ
レン性不飽和モノマーと、カルボキシル基を含有する不飽和モノマーとを共重合すること
が挙げられる。
　これらの共重合は、ラジカル重合により行なうことができる。この場合、溶液重合、懸
濁重合、乳化重合、塊状重合等の公知の重合方法を用いることができる。開始剤としては
過酸化ベンゾイル、ラウロイルパーオキサイド、ビス（４－ターシャリーブチルシクロヘ
キシル）パーオキシジカーボネートのような有機過酸化物や、２，２’－アゾビスイソブ
チロニトリル、２，２’－アゾビス－２－メチルブチロニトリル、４，４’－アゾビスー
４－シアノバレリアン酸、２，２’－アゾビス（２－メチルプロピオン酸）ジメチル、ア
ゾビス２，４－ジメチルバレロニトリル（ＡＶＮ）等のアゾ系重合開始剤が用いられる。
【００３７】
　開始剤の使用量は、モノマー混合物１００質量部あたり、通常０.０５～５質量部とさ
れる。
【００３８】
　モノエチレン性不飽和モノマーは、ポリマーの主成分となるものであって、一般には式
ＣＨ２＝ＣＲ１ＣＯＯＲ２（式中、Ｒ１は水素又はメチル基であり、Ｒ２は直鎖、環状又
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は分岐状のアルキル基、フェニル基、アルコキシアルキル基、フェノキシアルキル基、ヒ
ドロキシアルキル基、または環状エーテル基である。）で表される。このようなモノマー
としては、例えば、メチル(メタ)アクリレート、エチル(メタ)アクリレート、ｎ－ブチル
(メタ)アクリレート、イソアミル（メタ）アクリレート、ｎ－ヘキシル（メタ）アクリレ
ート、２－エチルヘキシル（メタ）アクリレート、イソオクチル（メタ）アクリレート、
イソノニル（メタ）アクリレート、デシル（メタ）アクリレート、ドデシル（メタ）アク
リレート、シクロヘキシル（メタ）アクリレート等のアルキル（メタ）アクリレートが用
いられる。また、フェノキシエチル（メタ）アクリレート等のフェノキシアルキル(メタ)
アクリレート、メトキシプロピル（メタ）アクリレートや２－メトキシブチル（メタ）ア
クリレート等のアルコキシアルキル（メタ）アクリレート、グリシジル（メタ）アクリレ
ート、テトラヒドロフルフリル（メタ）アクリレート等の環状エーテル含有（メタ）アク
リレートなども用いることができる。所望の特性を得るために、目的に応じて１種又は２
種以上のモノエチレン性不飽和モノマーを使用できる。
【００３９】
　アミノ基を含有する不飽和モノマーとしては、たとえば、Ｎ，Ｎ－ジメチルアミノエチ
ルアクリレート（ＤＭＡＥＡ）、Ｎ，Ｎ－ジメチルアミノエチルメタクリレート（ＤＭＡ
ＥＭＡ）などのジアルキルアミノアルキル（メタ）アクリレート、Ｎ，Ｎ－ジメチルアミ
ノプロピルアクリルアミド（ＤＭＡＰＡＡ）、Ｎ，Ｎ－ジメチルアミノプロピルメタクリ
ルアミドなどのジアルキルアミノアルキル（メタ）アクリルアミド、Ｎ，Ｎ－ジメチルア
ミノエチルビニルエーテル、Ｎ，Ｎ－ジエチルアミノエチルビニルエーテルなどのジアル
キルアミノアルキルビニルエーテル、およびそれらの混合物が挙げられる。他のアミノ基
を含有する不飽和モノマーとしては、ビニルピリジン、ビニルイミダゾールなどの含窒素
複素環を有するビニルモノマーに代表される３級アミノ基を有するモノマー、３級アミノ
基を含有するスチレン（例えば、４－（Ｎ，Ｎ－ジメチルアミノ）－スチレン、４－（Ｎ
，Ｎ－ジエチルアミノ）－スチレンなど）が挙げられる。
【００４０】
　カルボキシル基を含有する不飽和モノマーとしては、不飽和モノカルボン酸（例えば、
アクリル酸、メタクリル酸等）、不飽和ジカルボン酸（例えば、マレイン酸、イタコン酸
等）、ω－カルボキシポリカプロラクトンモノアクリレート、フタル酸モノヒドロキシエ
チル（メタ）アクリレート、β－カルボキシエチルアクリレート、２－（メタ）アクリロ
イルオキシエチルコハク酸、および２－（メタ）アクリロイルオキシエチルヘキサヒドロ
フタル酸等が使用できる。
【００４１】
　カルボキシル基含有（メタ）アクリル系ポリマーまたはアミノ基含有（メタ）アクリル
系ポリマーは、モノエチレン性不飽和モノマーを主成分として、具体的には８０～９９．
５質量部の範囲に対して、カルボキシル基またはアミノ基を含有した不飽和モノマーを０
．５～２０質量部の範囲で共重合して得るのが好ましい。
　アミノ基含有（メタ）アクリル系ポリマー、またはカルボキシル基含有（メタ）アクリ
ル系ポリマーのうち一方の重量平均分子量を、例えば、約４万～約２０万とし、他方を、
約４０万～約１００万とすることができる。
【００４２】
　 または、アミノ基含有（メタ）アクリル系ポリマーの重量平均分子量は、例えば、約
４万～約２０万、約４万～約２０万、または約４万～約２０万とし、カルボキシル基含有
（メタ）アクリル系ポリマーの重量平均分子量は、例えば、約４０万～約１００万、また
は約４０万～約８０万とすることができる。
【００４３】
　これらのポリマーの重量平均分子量は、そのポリマーから作製されるフィルム形成樹脂
の様々な性能のバランスを考慮して選択することができる。
【００４４】
　重量平均分子量（Ｍｗ）はゲルパーミエーションクロマトグラフィー（以下、ＧＰＣと
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略記）により測定することができる。測定条件は以下の通りである。
実験機器：ＨＰ－１０９０　Ｓｅｒｉｅｓ　ＩＩ　（ヒューレットパッカード社製）
カラム　：Ｐｌｇｅｌ　ＭＩＸＥＤ－Ｂｘ２（３００ｍｍ、ＯＤ　７．５ｍｍ、ＩＤ５ｍ
ｍ、Ａｇｉｌｅｎｔ　Ｔｅｃｈｎｏｌｏｇｉｅｓ社製）
検出器　：ＲＩ（ｒｅｆｒａｃｔｉｖｅ　ｉｎｄｅｘ）
溶媒　　：テトラヒドロフラン 
流速　　：１．０ｍｌ／分
試料濃度：０．１％
標準　　：ポリスチレン
　前記フィルム形成樹脂において、アミノ基含有（メタ）アクリル系ポリマー、またはカ
ルボキシル基含有（メタ）アクリル系ポリマーのうち一方のＴｇは２０℃以上であり、他
方は０℃以下である。
【００４５】
　例えば、アミノ基含有(メタ)アクリル系ポリマーのガラス転移温度（Ｔｇ）を、約２０
℃以上、約４０℃以上、または約６０℃以上とすることができ、カルボキシル基含有（メ
タ）アクリル系ポリマーのＴｇを、約０℃以下、約－２０℃以下、または約－４０℃以下
とすることができる。
【００４６】
　高いＴｇを有するポリマーはフィルムの高い引張強さを発揮させ、低いＴｇを有するポ
リマーはフィルムの低温での伸び特性を良好にするため、強靭性に優れ、引張強さと伸び
特性とのバランスに優れたフィルム形成樹脂を得られる。
【００４７】
　Ｔｇが２０℃以上のポリマーは、単体で重合したホモポリマーが２０℃以上のＴｇを有
するモノエチレン性不飽和モノマーを主成分として共重合することにより得られる。Ｔｇ
が２０℃以上のアミノ基含有（メタ）アクリル系ポリマーは、例えば、メチルメタクリレ
ート、またはｎ－ブチルメタクリレートなどを主成分として共重合することにより得られ
る。
【００４８】
　Ｔｇが０℃以下のポリマーは、単体で重合したホモポリマーが０℃以下のＴｇを有する
モノエチレン性不飽和モノマーを主成分として共重合することにより得られる。Ｔｇが０
℃以下のカルボキシル基含有（メタ）アクリル系ポリマーは、例えば、エチルアクリレー
ト、ｎ－ブチルアクリレート、または２－エチルヘキシルアクリレートなどを主成分とし
て共重合することにより得られる。
　アミノ基含有(メタ)アクリル系ポリマー、及びカルボキシル基含有(メタ)アクリル系ポ
リマーのガラス転移温度（Ｔｇ）は、各ポリマーがｎ種類のモノマーから共重合されてい
るとして、ＦＯＸの式（下式)より求めることができる。
１／Ｔｇ＝Ｘ１／（Ｔｇ１＋２７３．１５）＋Ｘ２／（Ｔｇ2＋２７３．１５）＋・・・
＋Ｘｎ／（Ｔｇn＋２７３．１５）
（Ｔｇ１：成分１のホモポリマーのガラス転移点
Ｔｇ２：成分２のホモポリマーのガラス転移点
Ｘ１:重合の際に添加した成分１のモノマーの重量分率
Ｘ２：重合の際に添加した成分２のモノマーの重量分率
Ｘ１＋Ｘ２+・・・＋Ｘｎ＝１）
　架橋剤としては、カルボキシル基と反応することのできる官能基を有するものを用いる
ことができ特に限定されない。例えば、ビスアミド系架橋剤（例えば、１，１’－イソフ
タロイル－ビス（２－メチルアジリジン））、アジリジン系架橋剤（例えば、日本触媒製
ケミタイトＰＺ３３、アビシア製ＮｅｏＣｒｙｌ ＣＸ－１００）、カルボジイミド系架
橋剤（例えば、日清紡製カルボジライトＶ－０３，Ｖ－０５，Ｖ－０７）、エポキシ系架
橋剤（例えば綜研化学製Ｅ－ＡＸ，Ｅ－５ＸＭ，Ｅ５Ｃ）等を用いることができる。この
架橋剤の添加量は、カルボキシル基含有(メタ)アクリル系ポリマー１００質量部に対して
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約０．０１～約１０質量部、または約１～約１０質量部とすることができる。
【００４９】
　かかる添加量により、高度に架橋し、耐熱性が改善したフィルム形成樹脂を得ることが
できる。
　本発明のクリアフィルム層は、例えば１種類以上のカルボキシル基含有(メタ)アクリル
系ポリマー、１種類以上のアミノ基含有(メタ)アクリル系ポリマー、及び架橋剤とを従来
公知の方法により混合した後、通常のフィルム成形方法により作製することができる。具
体的には例えば、これらのポリマー溶液を混合し、必要であれば粘度を調整するために、
トルエン、酢酸エチル等の揮発性溶媒を加え、剥離ライナーの剥離面上に塗布し、ポリマ
ー溶液の揮発性溶媒を乾燥させることによりフィルムを作製することができる。この塗布
装置としては、通常のコータ、たとえば、バーコータ、ナイフコータ、ロールコータ、ダ
イコータ等を用いることができる。また、このフィルムは溶融押出成形法によっても作製
することができる。
【００５０】
　クリアフィルムの作製において、各（メタ）アクリル系ポリマーの配合比を変えること
により、所望の引張強さ、及び伸び特性を有するフィルムを得ることができる。具体的に
は、各（メタ）アクリル系ポリマーのうちＴｇが２０℃以上のポリマーとＴｇが０℃以下
のポリマーの配合比（質量比）は１０：９０～９０：１０、より好ましくは２０：８０～
９０：１０、より好ましくは３０：７０～９０：１０、さらにより好ましくは５０：５０
～９０：１０である。
【００５１】
　このとき、カルボキシル基含有（メタ）アクリルポリマーに含まれるカルボキシル基含
有モノマーの当量（Ｃ）が、アミノ基含有（メタ）アクリルポリマーに含まれるアミノ基
含有モノマーの当量（Ａ）に対して１以上とすることができる。この場合、すなわち（Ａ
）／（Ｃ）のモル数換算での当量比が１以上の場合、加熱時の凹凸形状保持率がより改善
される傾向がある。
【００５２】
　前記クリアフィルム層の厚さは、特に限定されないが、例えば、約１１μｍ～約１００
μｍ、約１１μｍ～約５０μｍ、または約１３μｍ～約３０μｍとすることができる。
　ベースフィルム層は、熱可塑性樹脂からなるフィルムを用いることができる。前記熱可
塑性樹脂としては、例えば、塩化ビニル系樹脂、塩化ビニル－酢酸ビニル系樹脂、アクリ
ル系樹脂、ＰＥＴやＰＥＴ－Ｇ等のポリエステル系樹脂、またはセルロース系樹脂等を挙
げることができる。これらのフィルムが白色であれば、本発明の筆記シートはホワイトボ
ード様のシートになるが、白色に限定されない。
【００５３】
　前記ベースフィルム層の厚さは、特に限定されないが、例えば約５０μｍ～約３００μ
ｍとすることができる。
　粘着剤層は、従来公知の粘着剤からなる。このような粘着剤としては特に限定されない
が、例えば、アクリル系粘着剤、ポリエステル系粘着剤、ゴム系粘着剤、シリコーン系粘
着剤、またはポリウレタン系粘着剤などを挙げることができる。
【００５４】
　前記粘着剤層は、例えば、ライナーの剥離面の上に塗膜化した粘着剤層を有するライナ
ー付き粘着剤層を用意し、この粘着剤層とベースフィルム層とをドライラミネートするこ
とによって形成される。
【００５５】
　前記粘着剤層の厚さは、特に限定されないが、例えば約５μｍ～約２００μｍとするこ
とが出来る。
　本発明の筆記シートは、その粘着剤層の外側面にさらにライナーを積層することができ
る。このようなライナーは、粘着テープなどの分野で一般的に使用されているものでよく
、特定の部材に限定されるものではない。好適なライナーとしては、例えば、紙、例えば
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、ポリエチレン、ポリプロピレン、ポリエステル、または酢酸セルロース等のプラスチッ
ク材料、あるいはこのようなプラスチック材料で被覆又はそれを積層された紙やその他の
材料などを挙げることができる。これらのライナーは、そのまま使用してもよいが、シリ
コーン処理あるいはその他の方法で処理して剥離特性を向上させた後に使用することがで
きる。
【００５６】
　本発明の筆記シートは、従来公知の方法を適宜選択することにより製造することができ
る。一例を以下に説明する。
【００５７】
　まず、ベースフィルム層に、上述した方法でクリアフィルム層、続いて表面クリア層を
設けて筆記シート前駆体を作成する。続いて、筆記シート前駆体の表面クリア層側からエ
ンボス加工を施す。ライナーに、粘着剤溶液を公知の方法により塗布、乾燥して粘着剤層
を作成し、粘着面をエンボスを施した筆記シート前駆体のベースフィルム層に積層し、本
発明の筆記シートを得る。
【００５８】
　前記筆記シート全体の厚さは、特に限定されないが、例えば、約８０μｍ～約５００μ
ｍとすることができる。
【００５９】
　本発明の筆記シートは、ホワイトボード等に代表される筆記ボードと、各種プロジェク
タ用のスクリーンの両方の機能を兼ね備えている。ホワイトボード用基台等に貼り付ける
ことにより、可動式の筆記ボード兼スクリーンとして用いることができる。また、前記筆
記シートを直接壁面に貼付することにより、さらに壁紙として使用することもできる。後
者の場合、会議室等の壁がそのまま筆記ボード兼スクリーンとなるので、省スペースに貢
献することができる。
　本明細書において、以下の略称を用いることがある。
ＭＭＡ　　　　：メチルメタクリレート
ＢＭＡ　　　　：ブチルメタクリレート
ＤＭＡＥＭＡ　：ジメチルアミノエチルメタクリレート
ＢＡ　　　　　：ｎ－ブチルアクリレート
ＡＡ　　　　　：アクリル酸
２ＥＨＡ　　　：２－エチルへキシルアクリレート
Ｖａｃ　　　　：酢酸ビニル
ＡＮ　　　　　：アクリロニトリル
ＥｔＡｃ　　　：酢酸エチル
ＭＥＫ　　　　：メチルエチルケトン
【実施例】
【００６０】
実施例１
　厚さ５０μｍの剥離処理ポリエステルフィルム（帝人デュポンフィルム社製）に厚さ１
００μｍの白色ＰＥＴ－Ｇフィルム（アキレス株式会社製）を熱ラミネートした。ハード
ポリマー１が１００質量部、ソフトポリマー１が７０質量部、またソフトポリマー１が１
００質量部に対して架橋剤１を５質量部添加し（いずれも固形分比）ポリマー溶液を得た
。ポリマー同士の相溶性は良好であった。前記白色ＰＥＴ－Ｇフィルム上に前記ポリマー
溶液をナイフコートにより塗布し、９５℃で５分間乾燥及び架橋し１５μｍ厚さのクリア
フィルム層を得た。
【００６１】
　さらに、セイカビームＰ－１３０１（アクリル系モノマー、オリゴマー及び光重合開始
剤との混合物、固形分８０％、大日精化工業株式会社製）１００部に対し、ディフェンサ
ＦＨ－８００ＭＥ（フッ素を含む官能基が含まれるアクリル系モノマー及び光重合開始剤
との混合物、固形分９０％、大日本インキ株式会社製）を６７部の質量比で混合し、メチ
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ルエチルケトンで２倍に希釈した溶液を得た。前記溶液をワイヤーバーにより前記クリア
フィルム層上に塗布し、ＵＶオーブン（Ｆｕｓｉｏｎ　ＵＶ　Ｓｙｓｔｅｍ製）で硬化さ
せて、クリアフィルム層上に５μｍの表面クリア層を有する筆記シート前駆体を得た。
【００６２】
　得られた表面クリア層に、エンボスロール温度５０℃、ラインスピード１０ｍｐｍの条
件でエンボス加工を行ない、算術平均粗さＲａ：３．９μｍ、凸部間の間隔：３００μｍ
、最大断面高さＲｔ：２５μｍの表面形状を形成した。
【００６３】
　続いて、両面ポリエチレンラミネート剥離紙（スリーエム社製）にアクリル系粘着剤（
ＢＡ：ＡＡ＝９０：１０と架橋剤１を固形分比１００：０.２で混合）を乾燥後の厚さが
４０μｍになるようにナイフコーティングにより、９５℃で５分間乾燥して粘着剤層を得
た。上記で得られた筆記シート前駆体の剥離処理ポリエステルフィルムを剥がし、粘着剤
層とＰＥＴ－Ｇフィルムとをラミネートして筆記シートを得た。
実施例２
　クリアフィルム層の厚さを２１μｍに変更した以外は、実施例１と同様にしてサンプル
作製した。
実施例３
　ソフトポリマーをＳ２に変更した以外は、実施例１と同様にしてサンプル作製した。
実施例４
　ソフトポリマーをＳ３、クリアフィルム層の厚さを２３μｍに変更した以外は、実施例
１と同様にしてサンプル作製した。
実施例５
　ソフトポリマーをＳ４に変更した以外は、実施例２と同様にしてサンプル作製した。
比較例１
　クリアフィルム層を有しない以外は、実施例１と同様にしてサンプル作製した。
比較例２
　クリアフィルム層の厚さを１０μｍに変更した以外は、実施例１と同様にしてサンプル
作製した。
比較例３
　クリアフィルム層の厚さを１０μｍに変更した以外は、実施例４と同様にしてサンプル
作製した。
比較例４
　クリアフィルム層の厚さを９μｍに変更した以外は、実施例５と同様にしてサンプル作
製した。
算術平均粗さ（Ｒａ）測定
　実施例・比較例で得られた各サンプルについて、ハンディサーフ（東京精密株式会社製
）を用いて測定した。
凸部間の平均間隔（Ｓｍ）、及び最大断面高さ（Ｒｔ）の測定
　実施例・比較例で得られた各サンプルについて、高性能非接触３次元表面粗さ測定シス
テム（日本ビーコ株式会社製）を用いて測定した。
筆記性試験
　評価用マーカーで試験片に碁盤目を書き、インクはじきの有無を目視で判断した。次の
マーカーを評価に用いた。インクはじきがない場合“Ｇｏｏｄ”、インクはじきがある場
合“Ｐｏｏｒ”と判断した。結果を表３に示す。
Ｗｈｉｔｅｂｏａｒｄ　ｍａｒｋｅｒ補充タイプ中字太型（黒、赤、青、緑：パイロット
株式会社製）
ホワイトボードマーカーノックル中字（黒、赤、青、緑：ぺんてる株式会社製）
アスクルオリジナルホワイトボードマーカー（黒、赤、青：ＡＳＫＵＬ株式会社製）
ホワイトボードマーカー中字丸芯（黒、赤、青、緑：株式会社カウネット製）
ホワイトボードマーカー中字（黒、赤、青、緑：三菱鉛筆株式会社製）
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消去性試験
　筆記性試験で使用した試験片を１２時間室温で養生後、評価用イレーザーを用いて碁盤
目の消去性を目視で判断した。次のマーカーを評価に用いた。２往復以内で消えた場合を
“Ｇｏｏｄ”、３往復以上４往復以内で消えた場合を“Ｆａｉｒ”、５往復以上でも消え
ない場合は“Ｐｏｏｒ”と判断した。結果を表３に示す。
ボードイレーザー（プラス株式会社製）
ホワイトボードイレーザーヨクキエール（コクヨ株式会社製）
ａｘｉｓホワイトボードイレーザー（株式会社デビカ製）
光沢値測定（加熱前）
　携帯用光沢計（株式会社村上色彩技術研究所製）を用いて６０度鏡面光沢度を測定した
。結果を表３に示す。
光沢値測定（加熱後）
　３０ｍｍ×５０ｍｍの大きさのサンプルを固定し、３０ｍｍ垂直に離した位置から１４
００Ｗのドライヤーを３０秒間当て、携帯用光沢計（株式会社村上色彩技術研究所製）を
用いて、６０度鏡面光沢度を測定した。結果を表３に示す。
光沢値保持性試験
　加熱前と加熱後の光沢値の差を求めた。加熱前後の光沢値の差が３以下の場合は“Ｇｏ
ｏｄ”、３を越えて５以下の場合は“Ｆａｉｒ”、５を超えた場合は“Ｐｏｏｒ”と判断
した。結果を表３に示す。
【００６４】
【表１】

【００６５】
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【表２】

【００６６】

【表３】

【符号の説明】
【００６７】
　１　　筆記シート
　１０　　表面クリア層
　１２　　クリアフィルム層
　１４　　ベースフィルム層
　１６　　粘着剤層
　１８　　ライナー
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